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東京成徳大学公的研究費管理規程 
（趣旨） 

第１条 この規程は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成

１９年２月１５日（令和３年２月１日改正）文部科学大臣決定）に基づき、東京成徳大学（以下、「本

学」という。）における公的研究費の適正かつ効率的な運営・管理について定めるものである。 

（定義） 

第２条 この規程において公的研究費とは、国又は地方公共団体等の公的資金配分機関から配分され

た研究資金をいう。 

２ この規程において「研究者等」とは、本学における前項の公的研究費を使用して研究活動を行う者

及び公的研究費の運営・管理に係る業務を行う者をいう。 

（研究者等の責務） 

第３条 研究者等は公的研究費が社会から負託された資金であることを認識し、関連法令及び本学諸

規程等を遵守し、公的研究費の適正な運営・管理及び公正かつ効率的な使用に努めなくてはならな

い。 

２ 研究者等はコンプライアンス教育を必ず受講し、自ら不正防止に努めなくてはならない。但し、本

学に所属しない者については、自身が所属する機関におけるコンプライアンス教育をもって替える

ことができる。 

（誓約書の提出） 

第４条 研究者等は、前条の研究者等の責務について誓約し、誓約書を提出しなければならない。 

２ 誓約書の提出を公的研究費の申請要件とし、提出がない者は公的研究費の運営・管理に関わるこ

とができないものとする。 

（最高管理責任者） 

第５条 本学に公的研究費の運営・管理について大学全体を統括し、最終責任を負う最高管理責任者

を置く。 

２ 最高管理責任者は学長をもってこれに充て、職名を公開する。 

３ 最高管理責任者は不正防止対策の基本方針を策定し、広く内外関係者に周知するとともに、それ

らを実施するために必要な措置を講じる。 

４ 最高管理責任者は統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が責任を持って公的研究費の

運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しなければならない。 

５ 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針や具体的な不正防止対策の策定に当たっては、大学

運営委員会において審議を主導するとともに、その実施状況や効果等について議論を深める。 

６ 最高管理責任者は、啓発活動を定期的に行い、構成員の意識の向上と浸透を図る。 

７ 最高管理責任者は、公的研究費の運営・管理に関わる全ての研究者等に対する行動規範を策定す

る。 

（統括管理責任者） 

第６条 本学に最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理について大学全体を統括する実質

的な責任と権限を持つ統括管理責任者を置く。 

２ 統括管理責任者は事務局長をもってこれに充て、職名を公開する。 

３ 統括管理責任者は不正防止対策の組織横断的な体制を統括する責任者として、基本方針に基づき

本学全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確認するとともに、最高管理責任者に定期的に

報告する。 

（コンプライアンス推進責任者） 

第７条 本学に各学部・研究科及び事務局（以下、「部局」という。）における公的研究費の運営・管理

について実質的な責任と権限を持つコンプライアンス推進責任者を置く。 

２ コンプライアンス推進責任者は各学部長・研究科長及び事務局総務課長をもってこれに充て、職

名を公開する。 

３ コンプライアンス推進責任者は統括管理責任者の指示の下、次の役割を担う。 

（１）部局における不正防止対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を統括管理責任者

に報告する。 

（２）不正防止を図るため、部局の公的研究費の運営・管理に関わる研究者等に対し、研修会や説明会

等のコンプライアンス教育を実施し、受講状況の管理監督及び理解度を把握する。 

（３）部局において、定期的に啓発活動を実施する。 

（４）部局の研究者等が、適切に公的研究費の運営・管理を行っているかをモニタリングし、必要に応
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じて改善を指導する。 

４ コンプライアンス推進責任者は自己の管理監督範囲を区分し、それぞれに副責任者を任命し、区

分ごとの日常的な管理監督を行わせ、その状況を定期的に報告させることができる。 

（不正防止計画推進部署） 

第８条 最高管理責任者の下に、大学全体の観点から不正防止計画を策定・推進する不正防止計画推

進部署を置き、事務局総務課をもってこれに充てる。 

２ 不正防止計画推進部署は、統括管理責任者とともに本学全体の具体的な対策（不正防止計画、コン

プライアンス教育・啓発活動等）を策定・実施し、実施状況を確認する。 

３ 不正防止計画推進部署は、内部監査担当者と連携し、不正発生要因を体系的に整理し評価する。 

４ 不正防止計画推進部署は、監事との連携を強化し、必要な情報提供等を行う。 

（運用マニュアル） 

第９条 最高管理責任者は、公的研究費の使用に関する本学統一のルール等を明確化するために、「公

的研究費の使用に関する運用マニュアル」（以下、「運用マニュアル」という。）を定め、すべての研

究者等に分かりやすい形で周知する。 

２ 運用マニュアルは、公的研究費の使用に係る研究者と事務職員との実務分担及び決裁権限と責任

について定め、ルールと運用の実態が乖離していないか等、必要に応じて見直しを行う。 

（執行状況の確認等） 

第１０条 事務局総務課は、定期的に執行状況を確認し、著しく執行が遅れていると認める場合は、当

該研究者に対し、理由を確認の上、必要に応じて改善を求める。 

２ 最高管理責任者は、執行の遅れが研究計画の遂行上問題があると判断された場合は、繰越制度の

活用、配分機関への返還等を含めた改善策を研究者に遅滞なく示すものとする。 

（情報の伝達） 

第１１条 日常的な研究活動において、学内外から事前に相談できる相談窓口を、事務局総務課に置

く。 

２ 公的研究費の不適切な運用に関する、学内外からの通報（告発）に応えるための窓口を、学校法人

東京成徳学園法人事務局（以下、「法人事務局」という。）に置く。 

（内部監査） 

第１２条 最高管理責任者は公的研究費の適正な管理のため、公的研究費の運営・管理に直接従事し

ない教職員を内部監査担当者として任命する。 

２ 監査については、内部監査室に協力を要請し別途定める実施方法等により行う。また、学校法人東

京成徳学園の監事及び会計監査人との連携を行う。 

（不正への対応） 

第１３条 モニタリング又は内部監査において不正又はその疑義を発見した場合には、速やかに最高

管理責任者及び統括管理責任者にその事実を報告しなければならない。 

２ 前項の報告を受けた場合の対応は別に定める。 

（細則） 

第１４条 この規程の運用に関して疑義が生じた場合には、理事長がこれを決定する。 

２ この規程の改廃は、大学運営委員会の意見を聴いて理事長が決定する。 

 

 附 則 

１ この規程は、平成２７年３月１９日から施行する。 

２ 「東京成徳大学研究費管理規程」（平成１９年１１月１４日施行）は、平成２７年３月１８日で廃

止する。 

 附 則 

１ この規程は、平成２７年９月２４日から施行する。 

 

 附 則 

１ この規程は、２０２２年４月１日から適用する。 

 


